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○松浦市安全・安心住まいづくり支援事業実施規則 

平成１９年２月２日 

規則第４号 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 耐震診断支援事業（第４条―第１０条） 

第３章 耐震改修計画作成支援事業（第１１条―第１７条） 

第４章 耐震改修工事支援事業（第１８条―第２５条） 

第５章 雑則（第２６条・第２７条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国による住宅・建築物耐震改修等事業補助金及び地域住宅交付

金を活用し、松浦市内に存する戸建て木造住宅の所有者に対し、市が予算の範囲内

において、耐震診断、耐震改修計画作成及び耐震改修工事の費用の一部を補助する

松浦市安全・安心住まいづくり支援事業の実施に関し必要な事項を定め、もって地

震に対する住宅の安全性の確保の促進に資することを目的とする。 

２ 補助金の交付については、松浦市補助金等交付規則（平成１８年松浦市規則第３

５号）に定めるもののほか、この規則に定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 旧基準木造住宅 昭和５６年５月３１日以前に建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）第６条第１項に規定する建築確認を受けて建築された木造住宅をいう。 

(2) 耐震診断 一般財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強

方法」（改訂版）に定める「一般診断法」に基づき実施する診断をいう。 

(3) 耐震改修計画 旧基準木造住宅のうち耐震診断の結果、次に定める耐震化のた

めの基準（以下「耐震基準」という。）に適合しないと診断された住宅を、当該耐

震基準に適合させるための改修計画をいう。 

ア 住宅の構造耐力上主要な部分 

(ア) 耐震診断の診断表により求められる総合評価のうち、上部構造評点が１．

０以上であること。 

(イ) 地盤・基礎についての総合評価に、注意事項がないこと。 

イ 敷地、非構造部材 

(ア) 屋根葺き材、屋根等に設置された設備が、地震の震動や衝撃で落下しない

こと。 

(イ) ブロック塀、門柱等が地震の震動や衝撃で倒壊することによって、人に危

害を与えないこと。 
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(4) 耐震改修工事 旧基準木造住宅のうち耐震診断の結果、耐震基準に適合しない

と診断された住宅を、当該耐震基準に適合させるための改修工事（当該住宅を撤

去した土地で行う新築工事を含む。）をいう。 

(5) 耐震診断士 一般社団法人長崎県建築士事務所協会（以下「協会」という。）

作成の「長崎県木造住宅耐震診断士名簿」に登載されている者のうち長崎県知事

（以下「知事」という。）が認める講習会に参加した者をいう。 

（支援対象者） 

第３条 この規則による耐震診断、耐震改修計画作成及び耐震改修工事の実施の支援

を受けることができる者は、次の各号の全てを満たす者とする。 

(1) 第５条に規定する診断対象住宅を所有し、現に居住する者（法人を除く。） 

(2) 市税を滞納していない者 

第２章 耐震診断支援事業 

（耐震診断の実施の委託） 

第４条 市長は、耐震診断の実施を協会に委託するものとする。 

（診断対象住宅） 

第５条 この規則に基づき、耐震診断士が耐震診断を行う住宅（以下「診断対象住宅」

という。）は、市内に存する戸建て木造住宅（延べ面積の過半の部分が住宅の用に

供されているものに限る。）で、次の各号に掲げる要件全てに該当するものとする。 

(1) 旧基準木造住宅又は市長が別に定めるもの 

(2) 階数が３以下のもの 

(3) 在来軸組工法、伝統的工法又は枠組壁工法により建築されたもの（混構造のも

のにあっては、立体的な混構造に限り、その木造部分に限る。） 

（耐震診断の申込みと実施の決定） 

第６条 診断対象住宅の耐震診断を受けようとする者（以下「診断申込者」という。）

は、木造住宅耐震診断申込書（様式第１号。以下「申込書」という。）を２部、市長

に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により申込書の提出があった場合には、申込書１部を知事に

送付するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により申込書の提出があった場合には、申込書の内容を確

認し、耐震診断の実施を決定したときは、診断申込者に対して木造住宅耐震診断選

定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（耐震診断士の派遣と診断の実施） 

第７条 市長は、前条第３項の規定による決定をしたときは、速やかに協会に対し耐

震診断士の派遣の要請を行うものとする。 

２ 協会は、前項の規定により派遣の要請を受けたときは、診断申込者に対して木造

住宅耐震診断士派遣連絡書（様式第３号）及び耐震診断に係る納付書を送付するも

のとする。 

３ 協会により選定された耐震診断士は、遅滞なく耐震診断を実施しなければならな
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い。 

（自己負担額） 

第８条 木造住宅耐震診断選定通知書を受けた診断申込者は、前条第２項の規定に基

づき送付された納付書により、協会の指定する日までに、耐震診断の費用のうち自

己負担額である２３，０００円を支払うものとする。 

（完了実績報告） 

第９条 協会は、第７条の規定による耐震診断の実施結果について、遅滞なく、市長

に木造住宅耐震診断報告書（以下「報告書」という。）を３部提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により提出された報告書の記載について、不備がある場合は、

協会又は当該耐震診断士に対して必要な指示ができるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により報告があったときには、報告書１部を知事に提出す

るものとする。 

４ 市長は、第１項の規定による報告書に記載された診断結果が適当と認めたときは、

報告書１部を診断申込者に交付するものとする。 

（守秘義務） 

第１０条 耐震診断士は、耐震診断の実施に当たり、職務上知り得た個人情報を他に

漏らしてはならない。 

２ 耐震診断士は、耐震診断の実施に当たり、次の各号に掲げる行為をしてはならな

い。 

(1) 診断申込者に対して、不必要な耐震診断、設計及び工事を勧めること。 

(2) 当該事務に関する処理を、他のものに委託又は請け負わせること。 

(3) その他、耐震診断士としてふさわしくない行為を行うこと。 

第３章 耐震改修計画作成支援事業 

（補助対象計画） 

第１１条 松浦市安全・安心住まいづくり支援事業補助金（以下「補助金」という。）

の対象となる耐震改修計画は、旧基準木造住宅のうち耐震診断の結果、耐震基準に

適合しないと診断された住宅（以下「補助対象住宅」という。）について、建築士法

（昭和２５年法律第２０２号）第２条に規定する建築士により作成される耐震改修

計画とする。 

（補助金の額） 

第１２条 耐震改修計画を作成した補助対象住宅の所有者は、補助対象住宅の耐震改

修計画作成に要した費用の額の３分の２の額（当該額が７万円を超える場合には７

万円）の助成を受けることができる。 

（補助金の申請及び決定） 

第１３条 耐震改修計画にかかる補助金の申請をしようとする者は、松浦市安全・安

心住まいづくり支援事業補助金（耐震改修計画作成）交付申請書（様式第１号）２

部を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により申請書が提出されたときは、当該申請書１部を知事に
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提出するものとする。 

３ 市長は、第１項の申請の内容を審査し、適当と認めたときは、松浦市安全・安心

住まいづくり支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により、当該申請をし

た者（以下「計画申請者」という。）に通知するものとする。この場合において、市

長は、必要に応じて条件を付することができるものとする。 

（計画作成の中止） 

第１４条 前条第３項の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「計画交付決

定者」という。）は、耐震改修計画作成を中止しようとするときには、木造住宅耐震

改修計画作成中止届（様式第５号）２部を、市長に提出するものとする。 

２ 前条第２項の規定は、耐震改修計画作成の中止について準用する。 

（完了届） 

第１５条 計画交付決定者は、耐震改修計画作成が完了したときは、木造住宅耐震改

修計画作成完了届（様式第６号）２部を、次に掲げる書類を添えて市長に提出する

ものとする。 

(1) 耐震改修計画の概要書（仕様書、補強計算書等） 

(2) 耐震改修計画の内容を示す平面図その他の図面 

(3) 耐震改修計画作成に係る経費の領収書又は請求書 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 第１３条第２項の規定は、前項の規定による完了届について準用する。 

（完了確認） 

第１６条 市長は、前条第１項の規定による完了届を受理したときは、当該計画が耐

震基準に適合しているかを確認するものとする。 

２ 市長は、計画の内容が適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、松

浦市安全・安心住まいづくり支援事業補助金交付確定通知書（様式第７号）により、

計画交付決定者に通知するものとする。 

３ 前項において、交付決定額に変更が生じた場合は、市長は、松浦市安全・安心住

まいづくり支援事業補助金交付決定通知書により、当該交付決定者に変更後の交付

決定額を通知するものとする。 

４ 市長は、当該計画の内容が耐震基準に適合していないと認めたときは、計画交付

決定者に対して、審査結果不備事項通知書（様式第８号）により通知したうえで、

補正を指導するものとする。 

（補助金の請求） 

第１７条 前条第２項の規定による補助金の額の確定通知を受けた者は、松浦市安全・

安心住まいづくり支援事業補助金交付請求書（様式第９号）を、市長に提出するも

のとする。 

第４章 耐震改修工事支援事業 

（補助対象工事） 

第１８条 補助金の対象となる耐震改修工事（以下「対象工事」という。）は、市長が
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別に定める者が行う耐震改修工事とする。 

（補助金の額等） 

第１９条 対象工事を行った補助対象住宅の所有者は、次の各号に掲げる額を合計し

た額の助成を受けることができる。 

(1) 補助金の額 補助対象住宅の対象工事に要した費用の額の４分の３の額とし、

その額が９０万円を超える場合には９０万円を限度とする。 

(2) 所得税特別控除額 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１

９の２に規定する所得税の特別控除の額 

２ 交付する補助金の額は、前項の助成の合計額からあらかじめ同項第２号に掲げる

額を差し引いた額とする。 

３ 一定の要件を満たす対象工事を行った補助対象住宅の所有者は、第１項に掲げる

助成のほか、申告により、当該対象工事を行った住宅に係る固定資産税について、

減額措置を受けることができる。 

（補助金の申請及び決定） 

第２０条 対象工事にかかる補助金交付の申請をしようとする者は、松浦市安全・安

心住まいづくり支援事業補助金（耐震改修工事）交付申請書（様式第１０号）に次

の各号に掲げる書類を添えて、２部を市長に提出するものとする。 

(1) 耐震改修計画の概要書（仕様書、補強計算書等） 

(2) 対象工事の内容を示す平面図その他の図面 

(3) 対象工事費の内訳書 

(4) 対象工事予定箇所の写真 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請の内容を審査し適当と認めたときは、松浦市安全・安心住ま

いづくり支援事業補助金交付決定通知書により、当該申請をした者（以下「工事申

請者」という。）に通知するものとする。この場合において、市長は、必要に応じて

条件を付することができるものとする。 

（計画の変更） 

第２１条 前条第２項の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「工事交付決

定者」という。）は、対象工事の計画を変更しようとするときは、木造住宅耐震改修

工事計画変更承認申請書（様式第１１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、２部

を市長に提出するものとする。 

(1) 変更耐震改修工事概要書 

(2) 変更耐震改修工事の内容を示す図面 

(3) 変更耐震改修工事費の内訳書 

(4) 変更耐震改修工事箇所の写真 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定により申請があった場合において、その内容を審査し適当と

認めたときは、木造住宅耐震改修工事計画変更承認通知書（様式第１２号）により
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工事交付決定者に通知するものとする。 

（対象工事の中止） 

第２２条 工事交付決定者は、対象工事の中止をしようとする場合には、木造住宅耐

震改修工事中止届（様式第５号）２部を市長に提出するものとする。 

（完了届） 

第２３条 工事交付決定者は、対象工事が完了したときは、木造住宅耐震改修工事完

了届（様式第６号）に次の各号に掲げる書類を添えて、２部を市長に提出するもの

とする。 

(1) 対象工事実施の内容を示す図面 

(2) 工事内訳がわかる対象工事に係る工事代金の領収書又は請求書 

(3) 対象工事の実施箇所の写真 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（完了確認） 

第２４条 市長は、前条の規定による完了届を受理したときは、当該対象工事が耐震

基準に適合しているかを確認するものとする。 

２ 市長は、対象工事の内容が適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

松浦市安全・安心住まいづくり支援事業補助金交付確定通知書により、当該工事交

付決定者に通知するものとする。 

３ 市長は、当該対象工事の内容が耐震基準に適合していないと認めたときは、工事

交付決定者に対して、検査結果不備事項通知書により通知した上で、是正を指導す

るものとする。 

４ 市長は、第１項又は前項の規定により確認又は是正を指導する場合に、知事に対

して意見を求めることができるものとする。 

（補助金の請求） 

第２５条 前条第２項の規定による補助金の額の確定通知を受けた者は、松浦市安全・

安心住まいづくり支援事業補助金交付請求書を市長に提出するものとする。 

第５章 雑則 

（意見の聴取・立入調査） 

第２６条 市長は、この規則に定める耐震診断に関する事項について、必要がある場

合は、診断申込者に対しての意見の聴取及び診断申込者の同意を得たうえで診断対

象住宅への立入りを行うことができるものとする。 

２ 前項の規定は、耐震改修計画及び耐震改修工事に関する事項について準用する。

この場合において、同項中「診断申込者」とあるのは、「計画申請者」又は「工事申

請者」と、「診断対象住宅」とあるのは、「補助対象住宅」と読み替えるものとす

る。 

（委任） 

第２７条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長

が定める。 
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附 則 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年規則第１１号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

公布の日から施行し、改正後の松浦市安全・安心住まいづくり支援事業実施規則の規

定は、平成２０年８月５日から適用する。 

(1) 第２条第４号中「社団法人長崎県建築設計事務所協会」を「社団法人長崎県建

築士事務所協会」に改める改正規定 

(2) 様式第２号及び様式第３号中「社団法人長崎県建築設計事務所協会」を「社団

法人長崎県建築士事務所協会」に改める改正規定 

附 則（平成２４年規則第３６号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年規則第２１号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、平成２６年７月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の松浦市安全・安心住まいづくり支援事業実施規則（以下

「改正後の規則」という。）第２条第２号の規定は、平成２４年４月１日から適用

する。 

３ この規則による改正後の規則第２条第５号、様式第２号及び様式第３号の規定は、

平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（令和２年６月２６日規則第４４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年３月２５日規則第１７号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月２１日規則第９号） 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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